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県内企業への経営に関するアンケート調査の結果について 

 

経営状況、経営課題及び社員育成・人材確保、設備投資、物流の「2024 年問題」、リスキリング、経営

計画など、県内企業の現状を把握するため、アンケート調査を実施するとともに、その調査結果をもとに、

県内企業の経営動向について報告する。 

 

１ 調査概要 

（１） 対象者数 広島県内に事業所を置く企業 1,029 社 ※転居先不明等で戻ってきた企業は除く 

（２） 対象業種 
令和３年経済センサス活動調査により、原則として付加価値額の大きい業種を対象と

し、業種ごとに対象企業を無作為で抽出 

（３） 調査方法 
郵送で調査への協力を依頼。広島県電子申請システム、FAX などで回答を受付。 

（回答）電子申請システム 74.2％、FAX24.5％、その他 1.3％ 

（４） 調査期間 令和６年 12 月２日～令和６年 12 月 14 日（調査時点 令和６年 11 月 30 日） 

（５） 有効回答 

302 社（有効回答率：約 29.3％）             

 

 

 

 

※宿泊業の回答が２社のため、業種別一覧から除外している 
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２ 調査結果の概要  ※各グラフの数値は、四捨五入により、合計が一致しない場合がある 

（１） 経営状況について 

ア １年前と比較した売上高について（ｎ＝302 単一回答） 

○ 売上高を 1 年前（令和５年 11 月）と現在を比較すると、40.4％の企業が「増加した」、36.4%の企

業が「減少した」と回答した。 

○ 過去の調査と比較すると、令和５年８月時点調査以来ぶりに「増加した」との回答が「減少し

た」を上回り、持ち直しの動きがうかがえる。 

○ 業種別では、「食料品」（64.3％）や「電気機械」（58.3％）において、「増加した」と回答する割

合が高くなっている。 
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イ 今後３～５年先の経営方針について（ｎ＝302 複数回答） 

○ 今後３～５年先の経営方針に

ついて、６割近くの企業が「現

状維持」（56.0％）、４割超の企

業が「販路拡大・強化」

（41.7％）と回答した。 

○ １年前調査（令和５年 11 月）

との比較では、「現状維持」と

回答する企業の割合が増え、

「販路拡大・強化」が減少して

おり、今後の経営に慎重な姿

勢がうかがえる。 

 

（２） 経営課題及び社員育成・人材確保について 

ア 現在、直面している経営課題について（ｎ＝302 単一回答） 

○ 「あり」と回答した企業が 88.4％となり、９割

近くの企業で直面する経営課題があるという結

果となった。 

 

 

 

 

 

 

 

イ （アで「課題があり」との回答者）経営課題のうち重要と考えるものについて（ｎ＝267 複数回

答） 

○ 重要な経営課題として、半数を超える企業が「人手不足」（55.4％）を挙げている。 

○ 「人手不足」の課題感に伴い、その対策となる「人件費の増」（40.8％）や「生産性向上」（34.8％）

などを重視する回答も上位を占めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(48.8%) 

(50.5%) 

(13.6%) (8.0%) 

( )内は R5.11 
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ウ （イで「社員育成」「外部人材の確保」との回答者）求めている人材やスキルについて（ｎ＝93 複

数回答） 

○ 求めている人材やスキルにつ

いて、「専門知識・スキルを持

つ人材」（69.9％）が最も多く

なっている。 

○ この中で業種に関係なく、「シ

ステム開発」などの IT 関連の

知識と、「建設業」、「医療・福

祉」など、業種による専門知識

を求める傾向がうかがえた。 

○ 「新しい技術やトレンドへ対

応できる人材」と回答した企

業に、具体に求めているスキ

ルを尋ねたところ、「AI の活

用」や「IT スキル」などのデジタル人材に関する回答が多かった。 

 

（３） 今後の設備投資の予定について 

ア 今後の設備投資の予定について（ｎ＝302 単一回答） 

○ 設備投資の｢予定あり｣

が 35.4％、｢検討中｣が

28.5％と、６割を超え

る企業が、今後、設備

投資を予定・検討して

おり、投資意欲は過去

の調査とおおむね同様

の水準であった。 

 

 

イ （アで「あり」「検討中」との回答者）予定又は検討している設備投資について(ｎ＝193 複数回答） 

○ 予定・検討する設備投資の内容については、「既存設備の改修・定期更新」（65.3％）、「省力化・生

産性向上を目的」（42.0％）、「生産拡大・新分野進出を目的」（26.4％）の順で多く、過去の調査と

同様の傾向を示した。 
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ウ（アで「なし」との回答者）設備投資を実施するにあたっての課題について（ｎ＝105 複数回答） 

○ 設備投資を予定していない企業に設備投資の課題をたずねたところ、「現状設備が適正」（66.7％）

が最も多く、次いで「先行きが見通せない」(22.9％)、｢資金不足｣(16.2%)など、過去の調査とお

おむね同様の傾向となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４） 物流の「2024 年問題」について 

ア 物流の「2024 年問題」の影響について（ｎ＝302 単一回答） 

○ 「影響がある」と回答した企業は 34.1％、「影響がない」と回答した企業は 47.0％という結果とな

った。 

○ 令和５年 11 月時点調査からの推移をみると、依然として「影響がある」と回答した企業の割合は

４割前後で推移している。 
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できていない 
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ない 
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ある 

物流の｢2024 年問題｣の影響について 
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イ （アで「影響がある」との回答者）物流の「2024 年問題」の影響について（ｎ＝103 複数回

答） 

○ 影響があると答えた企

業の約８割が、具体的

な影響として「物流コ

ストの増加」（80.6％）

を挙げている。 

○ 次いで「ものを運べな

い、ものが届かない

（遅延含む）」

（30.1％）、「利益の減

少」（30.1％）という影

響が多く挙げられてい

る。 

 

ウ （アで「影響がある」との回答者）物流の「2024 年問題」への対応方法について 

（ｎ＝100 複数回答） 

○ 今後取り組みたい対応方

法について、最も割合が

高いのは、「取引価格等の

見直し」（69.0％）となっ

ている。 

○ 次いで「リードタイム

（商品が出荷されてから

注文先に納品されるまで

の期間）の見直し」や、

「待機時間の削減や附帯

作業の効率化」、「労働条

件・職場環境の改善」を

検討している企業の割合

が高くなっている。 

 

 

エ 物流の｢2024 年問題｣に向けた取組を行うにあたっての課題や関係者への要望について(ｎ＝12 

自由記述) 

 

【主な自由記述の回答】 

・ 労働時間の短縮により、ドライバー不足が顕著になってきており、人材を集めるためのコスト高が経

営を圧迫している。（運輸業・郵便業） 

・ 配達を伴う仕事なのでどうしても人がいる。人を増やさず配達効率を上げることが課題。（卸売業） 

・ 消費者が値上げを認めてくれれば多少は良くなるはず。（プラスチック製品・化学） 
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（５） リスキリングについて  

ア リスキリングの認識について（ｎ＝302 単一回答） 

○ 1 年前調査（令和５年 11 月）との比較では、「内容を含めて知っている」（41.1％）との回答が

2.4 ポイント増加し、「内容は知らないが聞いたことはある」との回答が減少し、取組内容への認

識が進む一方で、「全く知らない」（18.9％）企業は横ばい傾向にあり、情報が届かない層への浸

透が課題と考えられる。 

○ 従業員数別でみると、従業員数が多い企業ほど「内容を含めて知っている」と回答する企業が多

い傾向にあった。 
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イ （アで「内容を含めて知っている」との回答者）リスキリングの取組状況について（ｎ＝124 単

一回答） 

○ 1 年前調査（令和５年 11 月）との比較では、「既に取り組んでいる」（40.3％）との回答が 13.6

ポイント増加し、「これから取り組む予定である」（28.2％）とあわせて７割近く（68.5％）の企

業が取り組みに前向きとなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ （イで「既に取り組んでいる」「これから取り組む予定である」との回答者）リスキリングの取組

内容について（ｎ＝83 複数回答可） 

○ １年前調査（令和５年 11 月）と同様に「外部講師によるセミナー」（65.1％）と回答した企業が最

も多くなっている。 
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（６） 経営計画について 

ア 新たな取組の検討について（ｎ＝302 単一回答） 

○ 新商品や新サービスの開発などの新たな取組を

「検討している」と回答した企業は 48.3％と約半

数を占めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 中期（３～５年程度）の経営計画策定について（ｎ＝302 単一回答） 

○ 46.0％の企業で、中期の経営計画を策定し

ている。 

○ 従業員数別では、従業員数が多い企業ほど

経営計画を策定し、かつ計画期間中の見直

しも行う企業が多い傾向がみられ、小規模

な企業に対する計画的な経営への支援が必

要な状況がうかがえる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

46.0% 
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ウ （イで「策定している」との回答者で従業員 500 人以下）経営革新計画について（ｎ＝124 単一回

答） 

○ 新たな取組による経営の向上を図るため、従業員 500 人以下の企業を対象に、都道府県が策定を

支援している中期の経営計画である「経営革新計画（経営革新支援事業）」について、自社で経営

計画を策定しながらもこの事業を知らないと答えた企業は 45.2％あった。 

○ 制度の認知にかかわらず、この事業に関心があると答えた企業は合わせて 34.7％を占めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ （イで「策定していない」との回答者）策定していない理由について（ｎ＝157 単一回答） 

○ 経営計画を策定していない

企業のうち 49.7％が計画策

定を「必要ない」と回答す

る一方で、38.2％の企業が

経営計画策定の必要性を認

識しているものの人材不足

等により策定できていない

状況にあることがうかがわ

れる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

38.2％ 

知らない 

45.2％ 

関心がある 

34.7％ 
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３ 今回調査の主なポイントと今後の対応 

（１）定点調査項目（経営状況・経営方針・設備投資）について 

・ １年前と比較した売上高について、令和５年８月時点調査以来、｢増加した｣との回答が｢減少した｣

との回答を上回る一方で、今後の経営方針は現状維持という慎重な回答が５割を超えるほか、設備

投資は過去調査とおおむね同様の水準となっており、引き続き県内企業の動向を注視していく。 
 

（２）社員育成・人員確保について 

・ 社員育成や人材確保を課題とする県内企業では、約７割が｢専門知識・スキルを持つ人材｣を求め

ており、具体には、｢ＩＴ関連の知識｣や｢各業種における専門知識を持つ人材｣を求める回答が多い。

引き続き、県内企業のニーズを把握しながら、県における社員育成・人材確保を促進する支援策を周

知し、活用を促進する等の支援を実施する。 
 
（３）物流の「2024 年問題」について 

・ 物流の「2024 年問題」について「影響がある」と回答した企業は、１年前の調査以降、全体の４

割前後で推移しており、引き続き県内企業への影響や国の動向を注視しながら、必要な対応を検討し

ていく。 
 

（４）リスキリングについて 

・ リスキリングについては、４割を超える企業が「内容を含めて知っている」と回答し、１年前の調

査に比べて取組内容の認知が進む一方で、「知らない」との回答は約２割と横ばい傾向と、情報が

届かない層への浸透が課題となっており、引き続きリスキリングの重要性やメリットを啓発するこ

とで、取組の拡大を図る。 
 
（５）経営計画について 

・ 中期の経営計画を策定している県内企業は５割弱あるものの、企業規模が小さい企業ほど策定し

ていない割合が高い傾向にあり、また、県で計画策定を支援する｢経営革新支援事業｣について、知

らない企業が４割強ある一方で、関心を持つ企業も３割強あるため、中小企業を中心にこの事業の

周知や、新たな取組に向けた計画策定への働きかけを、産業支援機関と連携しながら進めていく。 
 

 


